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（２）提出会社の経営指標等 へ 

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 

回次 第116期中 第117期中 第118期中 第116期 第117期 

会計期間 
自平成15年4月 1日 

至平成15年9月30日 
自平成16年4月 1日 

至平成16年9月30日 
自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日

自平成15年4月 1日 

至平成16年3月31日 
自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日 

売上高 百万円 97,935 105,668 119,863 198,617 220,197

経常利益 百万円 6,712 8,517 9,419 14,312 17,973

中間（当期） 

純利益 
百万円 4,137 5,124 5,488 10,645 10,387

純資産額 百万円 94,747 104,060 115,094 99,803 108,547

総資産額 百万円 178,645 184,944 201,332 179,556 194,981

1株当たり 

純資産額 
円 911.97 1,001.90 1,108.30 959.67 1,044.15

1株当たり中間

（当期）純利益 
円 42.27 49.33 52.85 104.57 98.92

潜在株式調整後 

1株当たり中間

（当期）純利益

円 40.31 - - 102.02 -

自己資本比率 % 53.0 56.3 57.2 55.6 55.7

営業活動による 

キャッシュ・ 

フロー 
百万円 9,278 12,211 12,593 22,669 23,250

投資活動による 

キャッシュ・ 

フロー 
百万円 △8,881 △8,329 △8,893 △18,225 △18,282

財務活動による 

キャッシュ・ 

フロー 
百万円 1,037 △1,230 △1,822 △835 △1,926

現金及び現金同 

等物の中間期末 

（期末）残高 
百万円 14,967 19,883 22,275 17,029 20,319

従業員数 

（外、平均 

臨時雇用者数） 
名 

6,925 

(825) 
7,876

(678)

8,905

(730)

7,220 

（857）

8,393

（722）

（注）1．売上高には、消費税等は含まれていない。

  

 

2．金額の表示は、表示単位未満の端数を四捨五入して記載している。また、第一部第１、第２、第３、及び第５の連結 

  財務諸表及びその他の事項の金額表示についても、表示単位未満の端数を四捨五入して記載している。

  

 

3．平成16年9月期以降の潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載 

  していない。



（2）提出会社の経営指標等  

 

回次 第116期中 第117期中 第118期中 第116期 第117期 

会計期間 
自平成15年4月 1日 

至平成15年9月30日 
自平成16年4月 1日 

至平成16年9月30日 
自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日

自平成15年4月 1日 

至平成16年3月31日 
自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日 

売上高 百万円 74,223 76,891 81,726 152,254 159,675

経常利益 百万円 3,916 4,738 5,093 8,757 10,517

中間（当期） 

純利益 
百万円 2,428 2,935 3,179 7,564 6,384

資本金 百万円 12,145 12,145 12,145 12,145 12,145

発行済株式総数 千株 104,042 104,042 104,042 104,042 104,042

純資産額 百万円 83,406 90,434 96,848 88,476 93,567

総資産額 百万円 143,225 147,373 157,499 145,792 153,528

1株当たり 

純資産額 
円 802.81 870.71 932.60 850.91 900.17

1株当たり 

中間（当期） 

純利益 
円 24.81 28.25 30.61 74.27 60.64

潜在株式調整後 

1株当たり中間 

（当期）純利益 
円 23.67 - - 72.46 -

1株当たり 

中間（年間） 

配当額 
円 6.00 6.00 7.00 12.00 12.00

自己資本比率 % 58.2 61.4 61.5 60.7 60.9

従業員数 

（外、平均 

臨時雇用者数）

名 
2,617 

(207) 
2,568

(206)

2,586

(263)

2,588 

(219) 
2,594

(219)

(注) 1．売上高には、消費税等は含まれていない。

2．平成15年9月期の1株当たり配当額6円は記念配当1円を含んでいる。

3．平成16年3月期の1株当たり配当額12円は記念配当2円を含んでいる。

4．金額の表示は、表示単位未満の端数を四捨五入して記載している。また、第一部第４、第５の財務諸表及びその他の事項 

  の金額表示についても、表示単位未満の端数を四捨五入して記載している。 

5．平成16年9月期以降の潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい 

  ない。



２【事業の内容】  

当中間連結会計期間において、東海ゴム工業株式会社（当社）の関係会社は、子会社が2社減少した。この結果、当社グループ 

（当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社、子会社27社及び関連会社6社により構成されることとなった。 
なお、当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。 

 
４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

（2）提出会社の状況 

（3）労働組合の状況  
    労働組合との間に特に記載すべき事項はない。

３【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において連結子会社であった東海ゴム北海道販売（株）と東海ゴム東北販売（株）は、平成17年4月1日 

付けで合併した。存続会社である東海ゴム東北販売（株）は、合併と同時に東海ゴム北日本販売（株）へ商号変更している。 

当中間連結会計期間において連結子会社であった東海ゴム中国販売（株）と東海ゴム九州販売（株）は、平成17年4月1日付 

けで合併した。存続会社である東海ゴム九州販売（株）は、合併と同時に東海ゴム西日本販売（株）へ商号変更している。 

（平成17年9月30日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

ゴム製品 7,387

樹脂製品その他 1,186

全社（共通） 332

合計 8,905

（注） 1．従業員数は就業人員数（当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含 
  む。）である。

2．臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。

 （平成17年9月30日現在）

従業員数（名） 
2,586 

（263） 

（注） 1．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。

2．臨時従業員数は（   ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。なお、臨時従業員には、季節工、 

  パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。 



第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 
（1）業績 
 当中間連結会計期間のわが国経済は、海外経済の拡大と為替の安定を背景に輸出は順調な増加を続けており、企業収益の改善に伴い
設備投資が増加し、雇用の改善で個人消費が緩やかに増加するなど、総じて堅調に回復している動きがみられた。海外においても、米
国では自律的な景気拡大を続けており、中国の高度成長が他のアジア諸国・地域にも波及するなど、概ね順調に景気拡大を続けてい
る。 
 こうした状況のもと、当社グループは、強靭な企業体質の実現に向けグローバルなビジネス展開や事業構造改革を加速させるととも
に、「世界ＮＯ．1 品質」実現への活動や、顧客のニーズを先取りした製品開発に取り組むなど、高機能、高精度で信頼性の高い製品
を世界規模で安定供給できるように努力してきた。 
 この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は119,863百万円（前年同期比+13.4％）、経常利益は、9,419百万円（前年同期比
+10.6％）を計上した。なお、中間純利益は、5,488百万円（前年同期比+7.1％）となった。 
 
 事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりである。 
イ.ゴム製品事業 
 ゴム製品事業は、昨年に引続き国内自動車生産台数が堅調に推移したことに加え、海外子会社の生産拡大などにより自動車関連製品
の売上が増加したが、原材料高騰などにより、営業利益は微増となった。 
 この結果、ゴム製品事業のセグメント間消去前の売上高が94,899百万円（前年同期比+15.2％）、営業利益が8,352百万円（前年同期
比+0.4％）となった。 
ロ.樹脂製品その他事業 
 樹脂製品その他事業は、ＩＴ関連部品のプリンター用機器は受注が堅調であったことにより、樹脂製品その他事業のセグメント間消
去前の売上高は26,897百万円（前年同期比+8.3％）、営業利益は、1,076百万円（前年同期比+140.2％）となった。 
 

 所在地別セグメントの業績を示すと次のとおりである。  
イ.日本 
 自動車用品とＩＴ関連部品が堅調であったため、セグメント間消去前の売上高は91,852百万円（前年同期比+8.5％）、営業利益は
6,068百万円（前年同期比+18.2％）となった。 
ロ.北米 
 テネシー第2工場の生産拡大により、セグメント間消去前の売上高は27,700百万円（前年同期比+27.1％）、営業利益は2,173百万円
（前年同期比+18.1％）となった。 
ハ.アジアその他 
 グローバルな供給体制の拡充により、セグメント間消去前の売上高は11,291百万円（前年同期比+36.7％）、営業利益は中国での新会
社の立上げコスト負担やポーランドでの為替レートの変動による影響を受け減少し、1,206百万円（前年同期比-34.0％）となった。 
 
（2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりである。 
（現金及び現金同等物）

  当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、現金及び預金22,275百万円（前年同期比+12.0％）となった。
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 
 税金等調整前中間純利益9,419百万円と減価償却費7,086百万円から、法人税等の支払額3,108百万円、その他調整項目を加減し、結
果として当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、12,593百万円（前年同期比+3.1％）となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 
 設備投資等により有形固定資産取得による支出が8,446百万円となるなど、当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少
は、8,893百万円（前年同期比+6.8％）となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 
 海外子会社の借入金返済、及び当社の配当金支払などにより、当中間連結会計期間の財務活動による資金の減少は、1,822百万円
（前年同期比+48.1％）となった。

 
２【生産、受注及び販売の状況】 
 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は必ずしも一様では
なく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すこと
はしていない。 
 このため生産、受注の状況については、「1．業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関連付けて示している。 

  
販売実績 
 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）  （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称 金額 前年同期比（％）

ゴム製品       94,899 ＋15.2

樹脂製品その他       24,964 ＋7.1

合計       119,863 ＋13.4

（注） 1．セグメント間の内部売上高又は振替高1,933百万円については相殺消去している。 
2．主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

 （単位：百万円） 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額 割合（％） 金額 割合（％）

マルヤス工業（株） 20,464 19.4 21,251 17.7

 3．上記の金額には、消費税等は含まれていない。



３【対処すべき課題】 
 
 今後のわが国経済の見通しについては、景気は緩やかな拡張基調を続けていくものと考えられるが、原材料価格の高騰などからは当

面、目の離せない状態が続くものと考えている。当社グループはこれらの環境変化に対処すべく、適時適切な対応を講じることとす

る。 

 当社グループでは、現在実行中である中期経営計画「２００８年 ＴＲＩ ＧＲＯＵＰ ＶＩＳＩＯＮ」達成への取り組みを強化する

とともに、経営資源の選択と集中による合理的・効率的で強靭な企業体質の確立を図っていく所存である。 

 グローバル展開では、自動車用ホース事業において合弁による初のインド進出を決定し、先般合弁先との契約調印を行った。このほ

か北米、アジア、欧州の各生産拠点において生産体制の拡充強化を推進している。 

 コーポレート・ガバナンスの面では本年6月、新たに執行役員制度を導入した。これは、業務執行のスピードアップと監督機能の強化

を目的としたものであり、今後十分な機能を発揮していけるよう、早期に制度の定着化を図っていく所存である。 

 ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取り組みでは、従来から地球環境保護への活動に積極的に取り組んできたが、今般松阪製作所にお

いて、過去に使用していた有機溶剤による土壌・地下水汚染の事実が判明した。今後は、各従業員に対して「法令遵守」に加え「企業

倫理」の一層の徹底を図り、社会的責任を念頭に置いた企業行動を実践していく所存である。また、地域・社会貢献活動等にも引き続

き積極的に参画するなど、「企業の社会的責任」を経営の最重要課題と位置づけて取り組んでいく所存である。  
 
 
４【経営上の重要な契約等】 
 
 該当事項はない。 

 
５【研究開発活動】 
 
 当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動は、「研究企画・研究開発の開発体制の下、戦略的且つ効率的な開発活動を通

して更なる事業体質の強化と新規事業群の創出を行う」を研究開発本部活動のコンセプトとして運営している。 

 

 メガコンペティションの時代、低コストと高機能・高品質の両立が求められており、その対応として原材料世界最適調達の推進及び

材料設計における素材の改質及び複合化技術といった開発を積極的に進め、コア（基盤）技術の更なる差別化を図っている。更に社会

環境の変化を先取りして、特に地球環境保護の面から、ガソリン等の低透過対応や有害物質の削減等についての環境対応技術の研究も

合わせて進めている。また、大学及び材料メーカーとの共同開発はもちろん、学会・協会活動にも積極的に参画している。 

 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりである。 

①ゴム製品事業 

 自動車分野においては、低コスト化、蒸散規制等の環境対応、乗り心地性向上、更には世界を視野に入れたグローバル対応を目指し

てゴム・樹脂等の高機能化を図り、ゴム／樹脂／金属の構造設計も含めた複合化などの先進的な技術開発に取り組んでいる。また、産

業用分野（自動車分野以外）では、既存分野（産業用防振ゴム、ホース等）のコア技術の強化・再構築を図ると共に、住宅市場といっ

た新たな分野での展開を行い、事業体質の強化・新規事業の創出を図っている。ゴム製品事業に係る研究開発費は、2,527百万円であ

る。 

②樹脂製品その他事業 

 電子・電気・通信及びＯＡ機器のＩＴ関連分野における高機能、高精度部品の材料開発、土木・建築物の社会基盤分野の部材製品に

おける材料開発も積極的に進めている。樹脂製品その他事業に係る研究開発費は、857百万円である。



第３【設備の状況】 
１【主要な設備の状況】 
  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 
  

２【設備の新設、除却等の計画】 
  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。 

  また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。



第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】  

  

（２）【新株予約権等の状況】 

  

（３）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 300,000,000 株

計 300,000,000 株

（注）定款への定めは次のとおりである。

 当社の発行する株式の総数は300,000,000株とする。但し、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株数を減ずる。

種類 
発行数 

上場証券取引所名 内容 中間会計期間末現在 

（平成17年9月30日） 
提出日現在 

（平成17年12月19日） 

普通株式 株 
104,042,806 

株

104,042,806 
東京証券取引所市場第一部 

名古屋証券取引所市場第一部 - 

計 104,042,806 104,042,806 - - 

   該当事項はない。 

年月日 
発行済株式総数 資本金 資本準備金

摘要 
増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日 
千株

-

千株 
104,042 

百万円

-

百万円

12,145

百万円

-

百万円 
10,867  

（注） 発行済株式総数、資本金、資本準備金の増減はない。 
  



 （４）【大株主の状況】 
（平成17年9月30日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数 
発行済株式総数 

に対する所有株

式数の割合

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜4丁目5番33号

千株 

50,690 

％

48.72

マルヤス工業株式会社 名古屋市昭和区白金2丁目7番11号 10,751 10.33

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2丁目11-3 3,179 3.06

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8-11 2,941 2.83

フコク物産株式会社 東京都大田区大森西2丁目32番7号 2,719 2.61

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 東京都中央区晴海1丁目8-12 1,116 1.07

東海ゴム工業社員持株会 愛知県小牧市東三丁目1番地 966 0.93

ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託勘定Ａ口） 東京都千代田区丸の内1丁目4-3 938 0.90

ＢＮＰパリバセックサービスロンドンジャスアバディー

ンアッセットマネージメントピーエルシーエージェンシ

ーレンディング （常任代理人 香港上海銀行）

10 HAREWOOD AVENVE NW1 6AA 

LONDON, U.K 
（東京都中央区日本橋3丁目11-1）

840 0.81

インベスターズバンクウェストペンションファンドクラ 

イアンツ  

（常任代理人 スタンダード チャータード銀行）

200 CLARENDON STREET P.O. 

BOX9130, BOSTON, U.S.A 
（東京都千代田区永田町2丁目11-1）

787 0.76

計 74,931 72.02

（注）1． 

 

上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおりである。 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）3,179千株、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託 

 口）2,941千株、資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）1,116千株、ＵＦＪ信託銀行株式会社（信 

 託勘定Ａ口）938千株。

   2． 

 

前事業年度末では大株主ではなかったインベスターズバンクウェストペンションファンドクライアンツは当中間会計 

期間末現在では大株主となっている。

   3． 

 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、平成17年10月14日付で提出された大量保有報告 

書により、同年9月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間 

末時点における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 

 

   

氏名または名称 住所 保有株券等の数 株券保有割合 

バークレイズ・グローバル・インベス 

ターズ信託銀行株式会社
東京都渋谷区広尾1丁目1-39

千株

株式  276

％ 

0.27

バークレイズ・グローバル・インベス 

ターズ株式会社
東京都渋谷区広尾1丁目1-39 株式 2,505 2.41

バークレイズ・グローバル・インベス 

ターズ、エヌ・エイ

45 FREMONT STREET SAN FRANCISCO,

U.S.A 
株式 1,464 1.41

バークレイズ・グローバル・インベス 

ターズ・リミテッド
1 ROYAL MINT COURT LONDON, U.K 株式  878 0.84

バークレイズ・グローバル・インベス 

ターズ・オーストラリア・リミテッド

111 HARRINGTON STREET SYDNEY, 

NEW SOUTH WALES, AUSTRALIA
株式  143 0.14

バークレイズ・キャピタル・セキュリ 

ティーズ・リミテッド
54 LOMBARD STREET LONDON, U.K 株式   64 0.06 



（５）【議決権の状況】 
①【発行済株式】 

 
②【自己株式等】 

 
２【株価の推移】 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
３【役員の状況】 

（平成17年9月30日現在）

区分 株式数 議決権の数 内容 

  
無議決権株式

株

-

個

- -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式           195,400 - -

完全議決権株式（その他） 普通株式         103,761,400 1,037,614 （注1）

単元未満株式 普通株式            86,006 -
1単元（100株） 

未満の株式（注2） 

発行済株式総数              104,042,806 - -

総株主の議決権 - 1,037,614 -

（注）1．「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式1,600株(議決権16個)が含まれている。 

   2．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式37株が含まれている。

（平成17年9月30日現在）

所有者の氏名 

又は名称
所有者の住所

自己名義所有 

株式数

他人名義所有 

株式数

所有株式数の 

合計

発行済株式総数に対す 

る所有株式数の割合

東海ゴム工業 

株式会社

愛知県小牧市 

東三丁目1番地

株

195,400

株

-

株

195,400

％

0.19

計 - 195,400 - 195,400 0.19

月別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 1,470 1,497 1,510 1,595 1,673 1,635

最低（円） 1,321 1,380 1,403 1,470 1,543 1,509

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。



第５【経理の状況】  

1.中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令 

  第２４号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

   ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様 

  式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ 

  し書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

   

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第３８ 

  号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

   ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及 

  び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書 

  きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

2.監査証明について 
 
   当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日 

  まで）及び当中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計 

  期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで） 

  の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  

  

   



１【中間連結財務諸表等】 
（１）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】  

負債、少数株主持分及び資本の部 へ 

 （単位：百万円）

科目 

前中間連結会計期間末 

（平成16年9月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日現在） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成17年3月31日現在） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

1 現金及び預金

2 受取手形及び売掛金

3 有価証券

4 たな卸資産

5 未収入金

6 繰延税金資産

7 その他

貸倒引当金

流動資産合計 

 

Ⅱ 固定資産

1 有形固定資産

（1） 建物及び構築物

 減価償却累計額

（2） 機械装置及び運搬具

 減価償却累計額

（3） 工具、器具及び備品

 減価償却累計額

（4） 土地 ※1

（5） 建設仮勘定

有形固定資産合計 

2 無形固定資産

3 投資その他の資産

（1） 投資有価証券

（2） 繰延税金資産

（3） その他

貸倒引当金

 投資その他の資産合計

  固定資産合計 

資産合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54,745 

26,857 

138,820 

102,453 

34,566 

29,479 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19,883 

51,033 

-

13,048 

5,728 

2,584 

659 

△119 

92,816 

 

 

 

 

27,888 

 

36,367 

 

5,087 

7,945 

3,407 

80,694 

1,677 

 

6,640 

2,535 

684 

△102 

9,757 

92,128 

184,944 

%

 

50.2

43.6

0.9

5.3

49.8

100.0

  

56,903

28,867

146,542

107,546

37,427

31,698

22,275

55,395

111

16,403

5,871

2,491

686

△201

103,031

28,036

38,996

5,729

8,253

3,970

84,984

2,095

9,258

1,365

660

△61

11,222

98,301

201,332

%

  

51.2

42.2

1.0

5.6

48.8

100.0

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55,991 

27,794 

142,096 

104,543 

35,686 

30,539 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20,319 

55,255 

106

15,687 

5,736 

2,697 

792 

△150 

100,442 

 

 

 

 

28,197 

 

37,553 

 

5,147 

8,137 

3,197 

82,231 

1,750 

 

7,649 

2,274 

698 

△63 

10,558 

94,539 

194,981 

%

  

51.5

42.2

0.9

5.4

48.5

100.0



 （単位：百万円）

科目 

前中間連結会計期間末 

（平成16年9月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日現在） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成17年3月31日現在） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

1 支払手形及び買掛金

2 短期借入金 ※1

3 一年以内償還予定社債

4 未払金

5 未払法人税等

6 製品保証引当金

7 その他

  流動負債合計 

Ⅱ 固定負債

1 社債

2 長期借入金 ※1

3 繰延税金負債

4 退職給付引当金

5 役員退職慰労引当金

6 連結調整勘定

7 その他

  固定負債合計 

 負債合計

（少数株主持分）

 少数株主持分

（資本の部）

Ⅰ 資本金

Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金

Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 為替換算調整勘定

Ⅵ 自己株式

   資本合計 

負債、少数株主持分及び資本合計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34,643 

9,565 

5,000 

7,375 

2,449 

235 

6,077 

65,344 

 

- 

3,695 

1,844 

6,179 

625 

98 

332 

12,773 

78,117 

 

2,767 

 

12,145 

10,867 

80,670 

1,969 

△1,369 

△222 

104,060 

184,944 

 %

35.3

6.9

42.2

1.5

6.6

5.9

43.6

1.0

△0.7

△0.1

56.3

100.0

39,614

10,116

-

7,652

2,556

250

6,057

66,245

5,000

2,315

2,207

5,810

422

70

270

16,094

82,339

3,899

12,145

10,867

90,051

3,166

△892

△243

115,094

201,332

 %

32.9

8.0

40.9

1.9

6.0

5.4

44.7

1.6

△0.4

△0.1

57.2

100.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38,398 

9,906 

- 

7,120 

3,139 

240 

6,496 

65,299 

 

5,000 

3,299 

2,209 

6,091 

689 

84 

294 

17,666 

82,965 

 

3,469 

 

12,145 

10,867 

85,310 

2,291 

△1,826 

△240 

108,547 

194,981 

 %

33.5

9.0

42.5

1.8

6.2

5.6

43.7

1.2

△0.9

△0.1

55.7

100.0



②【中間連結損益計算書】 

  

（単位：百万円）

科目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

 

Ⅰ 売上高

Ⅱ 売上原価

 売上総利益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1

 営業利益 

Ⅳ 営業外収益

1 受取利息

2 受取配当金

3 投資有価証券売却益

4 為替差益

5 連結調整勘定償却額 

6 持分法による投資利益 

7 その他

Ⅴ 営業外費用

1 支払利息

2 減損損失

3 固定資産廃棄損

4 為替差損

5 その他

 経常利益 

 税金等調整前中間（当期）純利益

 法人税、住民税及び事業税 ※2

 法人税等調整額 ※2

 少数株主利益  

 中間（当期）純利益 

 

 

 

 

 

 

 

27 

38 

118

-

14 

47

210 

 

185 

-

250 

69 

201 

 

 

2,935 

△53 

 

 

 

105,668 

86,536 

19,132 

10,364 

8,768 

 

 

 

 

 

 

 

454 

 

 

 

 

 

705 

8,517 

8,517 

 

2,882 

511 

5,124 

 %

100.0

81.9

18.1

9.8

8.3

0.4

 

0.6

8.1

8.1

2.8

0.5

4.8

19

47

2

128

14

112

214

219

79

160

-

87

2,920

504

119,863

99,299

20,564

11,136

9,428

536

 

545

9,419

9,419

3,424

507

5,488

 %

100.0

82.8

17.2

9.3

7.9

0.5

 

0.5

7.9

7.9

2.9

0.4

4.6

 

 

 

 

 

 

 

60 

58 

118

447

28 

102

399 

 

370 

-

490 

- 

547 

 

 

6,072 

316 

 

 

 

220,197 

180,146 

40,051 

21,883 

18,168 

 

 

 

 

 

 

 

1,212 

 

 

 

 

 

1,407 

17,973 

17,973 

 

6,388 

1,198 

10,387 

 %

100.0

81.8

18.2

9.9

8.3

0.5

 

0.6

8.2

8.2

2.9

0.6

4.7



③【中間連結剰余金計算書】 
（単位：百万円）

科目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日）

前連結会計年度の 

連結剰余計算書 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日）

金額 金額 金額 

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高

Ⅱ 資本剰余金増加高

1 自己株式処分差益

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高

 

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高

Ⅱ 利益剰余金増加高

1 中間（当期）純利益

Ⅲ 利益剰余金減少高

1 配当金

2 役員賞与

  （うち監査役賞与）

3 その他減少高 ※1

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高

 

 

 

0

 

 

 

 

 

5,124 

 

623 

118 

(8) 

6

 

 10,867

 

0

10,867

 76,293

5,124

 747

80,670

 

0

5,488

623

118

(-)

6

 10,867

 

0

10,867

 85,310

5,488

 747

90,051

 

 

 

0

 

 

 

 

 

10,387 

 

1,246 

118 

(8) 

6

 

 10,867

 

0

10,867

 76,293

10,387

1,370

85,310



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

科目  

 前中間連結会計期間 

 （自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

 当中間連結会計期間 

 （自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

 前連結会計年度の要約連結 

 キャッシュ・フロー計算書 

  （自 平成16年4月 1日 

   至 平成17年3月31日） 

金額  金額  金額     

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 1 税金等調整前中間（当期）純利益

 2 減価償却費

 3 減損損失

 4 連結調整勘定償却額

 5 固定資産廃棄損

 6 貸倒引当金の増加額

 7 製品保証引当金の増加額

 8 退職給付引当金の減少額

 9 受取利息及び受取配当金

 10  持分法による投資利益

 11 支払利息

 12 売上債権の増減額

 13 たな卸資産の増加額

 14 仕入債務の増加額

 15 その他

 

8,517

6,597

-

△14

250

21

1

△53

△65

△47

185

△882

△462

627

368

 

9,419

7,086

79

△14

160

45

10

△548

△66

△112

219

188

△500

989

△1,101

 

17,973

14,154

-

△28

490

14

6

△77

△118

△102

370

△5,086

△3,008

4,499

95

   小計 15,043 15,854 29,182

 16 利息及び配当金の受取額

 17 利息の支払額

 18 法人税等の支払額

45

△165

△2,712

77

△230

△3,108

88

△401

△5,619

 営業活動によるキャッシュ・フロー 12,211 12,593 23,250

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 1 有形固定資産の取得による支出

 2 有形固定資産の売却による収入

 3 投資有価証券の取得による支出

 4 投資有価証券の売却による収入

 5 その他

△8,010

71

△331

206

△265

△8,446

28

△14

8

△469

 

△17,241

154

△832

206

△569

 投資活動によるキャッシュ・フロー △8,329 △8,893 △18,282

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 1 短期借入金の純増減額

 2 長期借入による収入

 3 長期借入金の返済による支出

 4 社債の発行による収入

 5 社債の償還による支出

 6 配当金の支払額

 7 少数株主への配当金の支払額

 8 その他

△286

-

△312

-

-

△623

△40

31

△278

875

△1,732

-

-

△623

△61

△3

 

27

-

△677

5,000

△5,000

△1,246

△43

13

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,230 △1,822 △1,926

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 78 41

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 2,647 1,956 3,083

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 17,029 20,319 17,029

Ⅶ 新規連結対象会社に係る現金及び 

  現金同等物の期首残高

207 - 

 

207 

 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末 

  （期末）残高   ※1

19,883 22,275 

 

20,319 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 へ  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

1 連結の範囲に関する事項 
（1）連結子会社の数  29社 
主要な連結子会社名  
東海化成工業(株)、(株)TRIサイタ 
マ、(株)TRIメテックス、DTR  
INDUSTRIES, Inc.、TRI(POLAND)  
Sp.zo.o. 
 なお、当中間連結会計期間中に設 
立された東海橡塑(合肥)有限公司に 
ついては、新たに連結の範囲に含め 
た。 
 また、東海橡塑（広州）有限公司、 
及び東海化成（天津）汽車部品有限 
公司については重要性が増加したた 
め、新たに連結の範囲に含めた。 
 
  

2 持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用した関連会社の数 
2社 
INOAC TOKAI（THAILAND）Co.,Ltd. 
（株）大興R&T 
  
（2）持分法を適用していない関連会社
4社（（株）遠州ラバー、（株）タ 
イヨーラベックス、佐橋工業（株）、 
PT.FUKOKU TOKAI RUBBER INDONESIA）
に対する投資については、中間純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体としても重要性がな
いため持分法を適用せず原価法により
評価している。 
 

3 連結子会社の中間決算日に関する事項 
 全ての在外連結子会社の中間決算日 
は6月30日であり、中間連結決算日と 
の差は3ヶ月以内であるため、当該中 
間会計期間に係る中間財務諸表を基礎 
として連結を行っている。 
 なお、主要な在外連結子会社名は 
DTR INDUSTRIES,Inc.、 
TRI(POLAND)Sp.zo.o.などである。

1 連結の範囲に関する事項 
（1）連結子会社の数  27社 
主要な連結子会社名  
東海化成工業(株)、(株)TRIサイタ 
マ、(株)TRIメテックス、DTR  
INDUSTRIES, Inc.、TRI(POLAND)  
Sp.zo.o. 
 なお、東海ゴム北海道販売（株） 
及び東海ゴム中国販売（株）は、合 
併のため、当中間連結会計期間より 
連結の範囲から除外した。 
  
  
  
  
   
    

2 持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用した関連会社の数 
2社 
 同左 
   
  
（2）持分法を適用していない関連会 
社  
 同左 
  
  
  
 
  
  
 

3 連結子会社の中間決算日に関する事項 
 同左 
  
 
 
 
 

1 連結の範囲に関する事項 
（1）連結子会社の数  29社 
主要な連結子会社名  
東海化成工業(株)、(株)TRIサイタ 
マ、(株)TRIメテックス、DTR  
INDUSTRIES, Inc.、TRI(POLAND)  
Sp.zo.o. 
 なお、当連結会計年度に設立され 
た東海橡塑(合肥)有限公司について 
は、新たに連結の範囲に含めた。 
 
 また、東海橡塑（広州）有限公司、 
及び東海化成（天津）汽車部品有限公 
司については重要性が増加したため、 
新たに連結の範囲に含めた。 
   
    

2 持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用した関連会社の数 
2社 
 同左 
   
 
（2）持分法を適用していない関連会 
社4社（（株）遠州ラバー、（株）タ 
イヨーラベックス、佐橋工業（株）、 
PT.FUKOKU TOKAI RUBBER INDONESIA）
に対する投資については 
、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼ 
す影響が軽微であり、かつ全体として 
も重要性がないため持分法を適用せず 
原価法により評価している。 
 

3 連結子会社の事業年度に関する事項 
 全ての在外連結子会社の決算日は12 
月31日であり、連結決算日との差は3 
ヶ月以内であるため、当該事業年度に 
係る財務諸表を基礎として連結を行っ 
ている。 
 なお、主要な在外連結子会社名は 
DTR INDUSTRIES,Inc.、 
TRI(POLAND)Sp.zo.o.などである。



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

4 会計処理基準に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券 
満期保有目的の債券・・・ 
償却原価法

その他有価証券 
時価のあるもの・・・中間連結会計期
間末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は主として移動平均法
により算定している。） 

時価のないもの・・・移動平均法に 
          る原価法 

② デリバティブ 
時価法

③ たな卸資産  
製品、仕掛品・・・主として総平 
         均法による原 
         価法 
原材料、貯蔵品・・主として移動 
         平均法による 
         原価法 
商品・・・・・・・主として最終 
         仕入原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 
 当社及び国内連結子会社は、主と 
して定率法（但し、平成10年4月1日 
以降に取得した建物（附属設備を除 
く）は定額法）を採用し、在外連結 
子会社は主として定額法を採用して 
いる。 
 なお、主な耐用年数は以下の通り 
である。 
  
建物及び構築物    3～50年 
機械装置及び運搬具  4～14年 
 

② 無形固定資産 
 定額法を採用している。 
 なお、ソフトウェア(自社利用分）
については、社内における利用可能期
間(5年）に基づく定額法を採用してい
る。 

(3)繰延資産の処理方法
  

 

(4)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 
 売上債権等の貸倒損失に備えるた 
め、一般債権については貸倒実績率 
により、貸倒懸念債権等特定の債権 
については個別に回収可能性を検討 
し、回収不能見込額を計上してい 
る。

4 会計処理基準に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券 
同左 
 

  
  
  
  
  
  

  
  

② デリバティブ 
同左

③ たな卸資産  
同左 
  
  
  
 
 
   
 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 
 同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

② 無形固定資産 
 同左 
  
  
  
 

(3)繰延資産の処理方法
   

 

(4)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 
 同左 
  
 
 
 
 

4 会計処理基準に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 
満期保有目的の債券・・・ 
償却原価法

その他有価証券 
時価のあるもの・・・連結会計年度末
日の市場価格等に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は主として移動平均法により
算定している。） 

時価のないもの・・・移動平均法に 
          よる原価法

② デリバティブ 
同左

③ たな卸資産  
同左 
  
  
  
 
 
   
  

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 
 同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

② 無形固定資産 
 同左 
  
  
  
 

(3)繰延資産の処理方法
 社債発行費は支出時に全額費用とし 
て計上している。 
 

(4)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 
 同左 
  
 
 
 
 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

② 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、 
当連結会計年度末における退職給付 
債務及び年金資産の見込み額に基づ 
き、当中間連結会計期間末において 
発生していると認められる額を計上 
している。 
 過去勤務債務は、その発生時の従 
業員の平均残存勤務期間内の一定の 
年数（15年）による定額法により按 
分した額を費用処理している。 
 数理計算上の差異は、各連結会計 
年度の発生時における従業員の平均 
残存勤務期間内の一定の年数（15年 
）による定額法により按分した額を 
それぞれ発生の翌連結会計年度から 
費用処理することとしている。 
   
   
   
   
  

③ 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備える 
ため、連結財務諸表提出会社及び一 
部の連結子会社は、内規に基づく中 
間連結会計期間末要支給額を計上し 
ている。

④ 製品保証引当金 
 製品の品質保証費用の支払に備え 
るため、過去の発生実績に基づく当 
連結会計年度の売上高に対応する発 
生見込額に、発生した品質保証費用 
の実情を考慮した保証見込額を加え 
て計上することとしている。

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦 
  通貨への換算の基準

 

 外貨建金銭債権債務は、中間連結 
会計期間末日の直物為替相場により 
円貨に換算し、換算差額は損益とし 
て処理している。 
 なお、在外子会社等の資産、負 
債、収益及び費用は在外子会社等の 
中間会計期間末日の直物為替相場に 
より円貨に換算し、換算差額は資本 
の部における為替換算調整勘定に含 
めている。

(6)重要なリース取引の処理方法

 

 リース物件の所有権が借主に移 
転すると認められるもの以外のフ 
ァイナンス・リース取引について 
は、通常の賃貸借取引に係る方法 
に準じた会計処理によっている。

(7)在外連結子会社の会計処理基準

 

 在外連結子会社は、各国で一般 
に公正妥当と認められる企業会計 
の基準に基づき、会計処理を行っ 
ている。

(8)重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用している。 
 なお、デリバティブ取引の内、 
振当処理の要件を満たしている場 
合は、振当処理を採用している。 
 
 
 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段   ヘッジ対象 
為替予約    外貨建債権 
金利スワップ  社債 
        

③ ヘッジ方針

 

 連結財務諸表提出会社及び連結 
子会社が実施しているデリバティ 
ブ取引は、内部規定に基づき、為 
替変動リスク及び金利変動リスク 
を回避するために行っている。

② 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、 
当連結会計年度末における退職給付 
債務及び年金資産の見込み額に基づ 
き、当中間連結会計期間末において 
発生していると認められる額を計上 
している。 
 過去勤務債務は、その発生時の従 
業員の平均残存勤務期間内の一定の 
年数（15年）による定額法により按 
分した額を費用処理している。 
 数理計算上の差異は、各連結会計 
年度の発生時における従業員の平均 
残存勤務期間内の一定の年数（15年 
）による定額法により按分した額を 
それぞれ発生の翌連結会計年度から 
費用処理することとしている。 
 また、当中間連結会計期間より執 
行役員制の導入に伴い、執行役員の 
退職慰労金の支給に備えて、内規に 
基づく中間連結会計期間末要支給額 
を含んでいる。

③ 役員退職慰労引当金 
 同左 
  
 
 
  

④ 製品保証引当金 
 同左 
  
  
  
 
 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦 
  通貨への換算の基準

 

 同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
 

(6)重要なリース取引の処理方法

 

 同左 
  
  
  
 

(7)在外連結子会社の会計処理基準

 

 同左 
  
  
 

(8)重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用している。 
 なお、デリバティブ取引の内、 
振当処理の要件を満たしている場 
合は、振当処理を、金利スワップ 
について特例処理の条件を満たし 
ている場合には特例処理を採用し 
ている。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段   ヘッジ対象 
為替予約    外貨建債権 
金利スワップ  有価証券利息 
        の受取 

③ ヘッジ方針

 

 同左 
  
  
  
 

② 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、 
当連結会計年度末における退職給付 
債務及び年金資産の見込み額に基づ 
き、当連結会計年度末において発生 
していると認められる額を計上して 
いる。 
 過去勤務債務は、その発生時の従 
業員の平均残存勤務期間内の一定の 
年数（15年）による定額法により按 
分した額を費用処理している。 
 数理計算上の差異は、各連結会計 
年度の発生時における従業員の平均 
残存勤務期間内の一定の年数（15年 
）による定額法により按分した額を 
それぞれ発生の翌連結会計年度から 
費用処理することとしている。 
   
   
   
   
  

③ 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備える 
ため、連結財務諸表提出会社及び一 
部の連結子会社は、内規に基づく連 
結会計年度末要支給額を計上してい 
る。

④ 製品保証引当金 
 同左 
  
  
  
 
 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦 
  通貨への換算の基準

 

 外貨建金銭債権債務は、連結会計 
年度末日の直物為替相場により円貨 
に換算し、換算差額は損益として処 
理している。 
 なお、在外子会社等の資産、負 
債、収益及び費用は在外子会社等の 
会計年度末日の直物為替相場により 
円貨に換算し、換算差額は資本の部 
における為替換算調整勘定に含めて 
いる。

(6)重要なリース取引の処理方法

 

 同左 
  
  
  
 

(7)在外連結子会社の会計処理基準

 

 同左 
  
  
 

(8)重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用している。 
 なお、デリバティブ取引の内、 
振当処理の要件を満たしている場 
合は、振当処理を採用している。 
 
  
  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段   ヘッジ対象 
為替予約    外貨建債権 
 
 

③ ヘッジ方針

 

 連結財務諸表提出会社及び連結 
子会社が実施しているデリバティ 
ブ取引は、内部規定に基づき、為 
替変動リスクを回避するために行 
っている。





 
追加情報 へ  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日）

④ ヘッジ有効性評価方法

 

 原則として、ヘッジ開始時から有 
効性判断時点までの期間において、 
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ 
ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段 
の当該累計とを比較し、両者の変動 
額等を基礎にして判断している。 
 なお、振当処理の要件を満たして 
いるものについては、振当処理の要 
件を満たしているか否かの判断をも 
って有効性判断に代えるため、上記 
の方法は実施しない。

(9)その他の中間連結財務諸表作成の 
  ための重要な事項
消費税等の会計処理方法

  税抜方式によっている。
  
5 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 における資金の範囲

 

 手許現金、要求払預金及び取得日 
から3ヶ月以内に満期日の到来する 
流動性の高い、容易に換金可能であ 
り、かつ、価値の変動について僅少 
なリスクしか負わない短期的な投資 
等である。

④ ヘッジ有効性評価方法

 

 同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

(9)その他の中間連結財務諸表作成の 
  ための重要な事項

消費税等の会計処理方法
  同左
  
5 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 における資金の範囲

 

 同左 
  
  
  
  
  

④ ヘッジ有効性評価方法

 

 同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

(9)その他の連結財務諸表作成のための 
  重要な事項

消費税等の会計処理方法
  同左
   
5 連結キャッシュ・フロー計算書 
 における資金の範囲

 同左 
 
 
 
 
 

  
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

 
 
 
 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当中間連結会計期間より、固定資産の減
損に係る会計基準（「固定資産の減損に係
る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成14年8月9日））及び「固
定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号 平成15年
10月31日）を適用している。これにより経
常利益は79百万円減少している。 
 なお、減損損失累計額については、改正
後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産
の金額から直接控除している。

 
 
 
 

  

 
表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 
 前中間連結会計期間において区分掲記していた「設備関係支
払手形」については、その重要性が低くなったことから、当中
間連結会計期間より流動負債の「その他」に含めて表示するこ
ととした。なお、当中間連結会計期間の流動負債の「その他」
に含まれる当該金額は、523百万円である。

 
 

  

（中間連結損益計算書関係） 
 営業外収益の投資有価証券売却益は、当中間連結会計期間に
おいて営業外収益の百分の十を超えたため区分掲記している。
なお、前中間連結会計期間の当該金額は、3百万円である。 

 
  

   

 
  



（中間連結貸借対照表関係） 
  

前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成17年3月31日現在） 

※1 担保資産及び担保付き負債 
 担保に供している資産は次のとおり
である。 
 

  
 
 

土地 1,348百万円
 

    計 1,348百万円

 担保付債務は次のとおりである。

短期借入金 135百万円
 
長期借入金 338百万円
 

計 473百万円

 2 受取手形割引高     60百万円

 受取手形裏書譲渡高   78百万円

 
 3 
  
当連結グループは、運転資金の効率 
的な調達を行うため、取引銀行7行 
と当座貸越契約及び貸出コミットメ 
ント契約を締結している。これらの 
契約に基づく当中間連結会計期間末 
の借入未実行残高は次のとおりであ 
る。  
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 7,773百万円
借入実行残高 -百万円

差引額 7,773百万円

※1 担保資産及び担保付き負債 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 2 受取手形割引高      -百万円

 受取手形裏書譲渡高   61百万円

  
 3
  
当連結グループは、運転資金の効率 
的な調達を行うため、取引銀行9行 
と当座貸越契約及び貸出コミットメ 
ント契約を締結している。これらの 
契約に基づく当中間連結会計期間末 
の借入未実行残高は次のとおりであ 
る。  
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 7,593百万円
借入実行残高 -百万円

差引額 7,593百万円

※1 担保資産及び担保付き負債 
 担保に供している資産は次のとおり
である。 
 

 
 
  

土地 1,348百万円
 

    計 1,348百万円

 担保付債務は次のとおりである。

短期借入金 135百万円
 
長期借入金 270百万円
 

計 405百万円

 2 受取手形割引高      -百万円

 受取手形裏書譲渡高   101百万円

 3
 
当連結グループは、運転資金の効率 
的な調達を行うため、取引銀行9行 
と当座貸越契約及び貸出コミットメ 
ント契約を締結している。これらの 
契約に基づく当連結会計年度末の借 
入未実行残高は次のとおりである。 
 

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 8,108百万円
借入実行残高 -百万円

差引額 8,108百万円



（中間連結損益計算書関係）へ  



（中間連結損益計算書関係） 
  

  
（中間連結剰余金計算書関係） 
  

  
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
  

 
（リース取引関係）へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目
と金額は次のとおりである。

販売手数料 522百万円

荷造運送費 2,495百万円

給料手当福利費 3,649百万円

退職給付引当金繰入額 162百万円

役員退職慰労引当金 
繰入額

84百万円

製品保証引当金繰入額 100百万円

租税公課 206百万円

減価償却費 502百万円

※2  中間連結会計期間に係る納付税
額及び法人税等調整額は、当期に
おいて予定している利益処分によ
る圧縮積立金及び特別償却準備金
の積立て及び取崩しを前提とし
て、当中間連結会計期間に係る金
額を計算している。

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目と
金額は次のとおりである。

販売手数料 620百万円

荷造運送費 2,749百万円

給料手当福利費 3,796百万円

退職給付引当金繰入額 177百万円

役員退職慰労引当金 
繰入額

53百万円

製品保証引当金繰入額 121百万円

租税公課 112百万円

減価償却費 532百万円

※2  同左 
  
  
  
  
  
  

※
1 
販売費及び一般管理費の主要な費目
と金額は次のとおりである。

販売手数料 1,250百万円

荷造運送費 5,327百万円

給料手当福利費 7,236百万円

退職給付引当金繰入額 317百万円

役員退職慰労引当金 
繰入額

157百万円

製品保証引当金繰入額 240百万円

租税公課 242百万円

減価償却費 1,037百万円

  

   

  
  
  
  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

※1 利益剰余金減少高のその他の減少高の
内容は、次のとおりである。 

在外連結子会社の 
従業員奨励福利金

6百万円

※1 利益剰余金減少高のその他の減少高の
内容は、次のとおりである。 

在外連結子会社の 
従業員奨励福利金

6百万円

※1 利益剰余金減少高のその他の減少高
の内容は、次のとおりである。

在外連結子会社の 
従業員奨励福利金

6百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

※1 現金及び現金同等物の中間連結会
計期間末残高と中間連結貸借対照
表に掲載されている科目の金額と
の関係

現金及び預金勘定 19,883百万円

現金及び現金同等物 
 

19,883百万円

※1 現金及び現金同等物の中間連結会計
期間末残高と中間連結貸借対照表に
掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 22,275百万円

現金及び現金同等物
 

22,275百万円

※1 現金及び現金同等物の連結会計年
度末残高と連結貸借対照表に掲載
されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 20,319百万円

現金及び現金同等物 
 

20,319百万円



（リース取引関係) 

（有価証券関係）へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると 

認められるもの以外のファイナンス・リ 

ース取引

1 リース物件の取得価額相当額、減価 
償却累計額相当額及び中間期末残高 

相当額 

機械装

置及び

運搬具

工具、

器具及

び備品 合計 

 百万円 百万円 百万円

取得価額 

相当額 16 946 962

減価償却累 

計額相当額 8 207 215

中間期末 

残高相当額

8 739 747

 （注）取得価額相当額は、未経過リ 

ース料中間期末残高が有形固定資産 

の中間期末残高等に占める割合が低 

い為、支払利子込み法により算定し 

ている。 

2 未経過リース料中間期末残高相当額 
  

1年内 397 百万円 
1年超 350 百万円 

合計 747 百万円 
(注)未経過リース料中間期末残高相 

当額は、未経過リース料中間期末残 

高が有形固定資産の中間期末残高等 

に占める割合が低い為、支払利子込 

み法により算定している。

3 支払リース料、減価償却費相当額  
 支払リース料 148 百万円 
 減価償却費相当額 148 百万円 

4 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっている。

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

1年内 229 百万円 
1年超 1,176 百万円 

合 計 1,405 百万円 

リース物件の所有権が借主に移転すると 

認められるもの以外のファイナンス・リ 

ース取引

1 リース物件の取得価額相当額、減価 
償却累計額相当額及び中間期末残高 

相当額 

機械装

置及び

運搬具

工具、

器具及

び備品 合計 

 百万円 百万円 百万円

取得価額 

相当額 10 1,556 1,566

減価償却累 

計額相当額 8 763 771

中間期末 

残高相当額

2 793 795

 （注）同左 

  

  

  

  

2 未経過リース料中間期末残高相当額 
  

1年内 564百万円

1年超 231百万円

合 計 795百万円

(注)同左 

  

  

 

  

3 支払リース料、減価償却費相当額  
 支払リース料 315百万円

 減価償却費相当額 315百万円

4 減価償却費相当額の算定方法 
 同左 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

1年内 88百万円

1年超 699百万円

合 計 787百万円

リース物件の所有権が借主に移転すると 

認められるもの以外のファイナンス・リ 

ース取引

1 リース物件の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

機械装

置及び

運搬具

工具、

器具及

び備品 合計 

 百万円 百万円 百万円

取得価額 

相当額 9 1,299 1,308

減価償却累 

計額相当額 7 448 455

期末残高 

相当額

2 851 853

 （注）取得価額相当額は、未経過リ 

ース料期末残高が有形固定資産の期 

末残高等に占める割合が低い為、支 

払利子込み法により算定している。 

 

2 未経過リース料期末残高相当額 

  

1年内 528 百万円 
1年超 325 百万円 

合 計 853 百万円 
(注)未経過リース料期末残高相当額 

は、未経過リース料期末残高が有形 

固定資産の期末残高等に占める割合 

が低い為、支払利子込み法により算 

定している。

3 支払リース料、減価償却費相当額  

 支払リース料 388 百万円 
 減価償却費相当額 388 百万円 

4 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

1年内 76 百万円 
1年超 694 百万円 

合 計 770 百万円 



（有価証券関係） 
Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

Ⅲ 前連結会計年度末（平成17年3月31日）  

（デリバティブ取引関係）へ  

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中間連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 
（1）社債 

  （2）その他 
500 百万円

-   
520 百万円

- 

20 百万円

-   
計 500  520 20  

2．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 
（1）株式 

 （2）債券

 社債 
  （3）その他 

1,517 百万円

  
93 
-   

4,821 百万円

  
103 
- 

3,304 百万円

  
10 
-   

計 1,610  4,924 3,314  

3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
（1）子会社株式及び関連会社株式

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,023百万円

（2）その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 193百万円

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの  

 中間連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 
  （1）社債 

  （2）その他 
1,000 百万円

-   
1,027 百万円

- 

27 百万円

-   
計 1,000  1,027 27  

2．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 
  （1）株式 

 （2）債券

 社債 
  （3）その他 

1,526 百万円

  
93 
-   

6,840 百万円

  
111 
- 

5,314 百万円

  
18 
-   

計 1,619  6,951 5,332  
3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

（1）子会社株式及び関連会社株式

関連会社株式 1,223百万円

（2）その他有価証券

非上場株式 195百万円

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 
  （1）社債 

  （2）その他 
1,000 百万円

-  

1,028 百万円

- 

28 百万円

-   
計 1,000  1,028 28  

2．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 連結貸借対照表計上額 差 額 
（1）株式 

 （2）債券

     社債

  （3）その他 

1,521 百万円

  
93 
-   

5,364 百万円

  
106 
- 

3,843 百万円

  
13  
-   

計 1,614  5,470 3,856  
3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

（1）子会社株式及び関連会社株式

関連会社株式 1,095百万円

（2）その他有価証券

非上場株式 190百万円



（デリバティブ取引関係） 

1．通貨関連 
  （前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末）該当するものはない。 

  （注）ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いている。 

2．金利関係 

（単位：百万円）

区分 種類 

前中間連結会計期間末 

（平成16年9月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日現在） 
前連結会計年度末 

（平成17年3月31日現在） 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

市場取 

引以外 

の取引 

金利スワップ 

取引・支払変 

動・受取固定

5,000 28 28 - - - - - -

金利スワップ 

取引・支払固 

定・受取変動

5,000 △12 △12 - - - - - -

合計 10,000 16 16 - - - - - -

（注）1 時価は、該当取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格によっている。
2 当連結グループは、金融資産・負債の金利変動リスク回避のために金利スワップ取引を利用している。 
この為、上記の時価及び時価損益は将来実現する損益を表すものではない。

3 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いている。



（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 （自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）    （単位：百万円）

 ゴム製品 樹脂製品 

その他 計
消去又は 

全社 連結 

売上高及び営業損益 

 売上高 

 ①外部顧客に対する売上高 

 ②セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

82,357 23,311 105,668 － 105,668

－ 1,515 1,515 △1,515 －

計 82,357 24,826 107,183 △1,515 105,668

営業費用 74,037 24,378 98,415 △1,515 96,900

営業利益 8,320 448 8,768 － 8,768

（注）1 事業の区分は、製品種別の観点から2つに区分している。
2 

 

 

各事業の主な製品は、次のとおりである。 

ゴ ム 製 品…防振ゴム、ホース 

樹脂製品その他…精密樹脂部品、樹脂型枠、自動車用内装部品他 

3 すべての営業費用を各セグメントに配賦している。
  

当中間連結会計期間 （自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）         （単位：百万円）

 ゴム製品 樹脂製品 

その他 計
消去又は 

全社 連結 

売上高及び営業損益 

 売上高 

 ①外部顧客に対する売上高 

 ②セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

94,899 24,964 119,863 － 119,863

－ 1,933 1,933 △1,933 －

計 94,899 26,897 121,796 △1,933 119,863

営業費用 86,547 25,821 112,368 △1,933 110,435

営業利益 8,352 1,076 9,428 － 9,428

（注）1 事業の区分は、製品種別の観点から2つに区分している。
2 

 

 

各事業の主な製品は、次のとおりである。 

ゴ ム 製 品…防振ゴム、ホース 

樹脂製品その他…精密樹脂部品、樹脂型枠、自動車用内装部品他 

3 すべての営業費用を各セグメントに配賦している。
  

前連結会計年度 （自平成16年4月1日 至平成17年3月31日）              （単位：百万円）

 ゴム製品 樹脂製品 

その他 計
消去又は 

全社 連結 

売上高及び営業損益 

 売上高 

 ①外部顧客に対する売上高 

 ②セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

170,384 49,813 220,197 － 220,197

－ 3,327 3,327 △3,327 －

計 170,384 53,140 223,524 △3,327 220,197

営業費用 154,134 51,222 205,356 △3,327 202,029

営業利益 16,250 1,918 18,168 － 18,168

（注）1 事業の区分は、製品種別の観点から2つに区分している。
2 

 

 

各事業の主な製品は、次のとおりである。 

ゴ ム 製 品…防振ゴム、ホース  

樹脂製品その他…精密樹脂部品、樹脂型枠、自動車用内装部品他 

3 すべての営業費用を各セグメントに配賦している。



【所在地別セグメント情報】 

 

 

前中間連結会計期間 （自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）        （単位：百万円）

 日本 北米
アジア 

その他 計
消去又は 

全社 連結 

売上高及び営業損益 

 売上高 

 ①外部顧客に対する売上高 

 ②セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

77,173 21,748 6,747 105,668 － 105,668

7,497 48 1,510 9,055 △9,055 －

計 84,670 21,796 8,257 114,723 △9,055 105,668

営業費用 79,535 19,956 6,430 105,921 △9,021 96,900

営業利益 5,135 1,840 1,827 8,802 △34 8,768

（注）1 国又は地域の区分は、地理的近接度による。
2 本邦以外の区分に属する主な国又は地域。 
北    米…米国 

アジアその他…中国、タイ、ポーランド

3 すべての営業費用を各セグメントに配賦している。

当中間連結会計期間 （自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）            （単位：百万円）

 日本 北米
アジア 

その他 計
消去又は 

全社 連結 

売上高及び営業損益 

 売上高 

 ①外部顧客に対する売上高 

 ②セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

83,167 27,614 9,082 119,863 － 119,863

8,685 86 2,209 10,980 △10,980 －

計 91,852 27,700 11,291 130,843 △10,980 119,863

営業費用 85,784 25,527 10,085 121,396 △10,961 110,435

営業利益 6,068 2,173 1,206 9,447 △19 9,428

（注）1 国又は地域の区分は、地理的近接度による。
2 本邦以外の区分に属する主な国又は地域。 
北    米…米国 

アジアその他…中国、タイ、ポーランド

3 すべての営業費用を各セグメントに配賦している。

前連結会計年度 （自平成16年4月1日 至平成17年3月31日）              (単位：百万円)

 日本 北米
アジア 

その他 計
消去又は 

全社 連結 

売上高及び営業損益 

 売上高 

 ①外部顧客に対する売上高 

 ②セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

161,972 42,640 15,585 220,197 － 220,197

15,878 205 3,298 19,381 △19,381 －

計 177,850 42,845 18,883 239,578 △19,381 220,197

営業費用 165,856 39,767 15,724 221,347 △19,318 202,029

営業利益 11,994 3,078 3,159 18,231 △63 18,168

（注）1 国又は地域の区分は、地理的近接度による。
2 本邦以外の区分に属する主な国又は地域。 
北    米…米国 

アジアその他…中国、タイ、ポーランド

3 すべての営業費用を各セグメントに配賦している。



【海外売上高】 

 

 

（１株当たり情報）へ  

前中間連結会計期間 （自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）             （単位：百万円）

  北米 アジアその他 計 

Ⅰ 海外売上高 22,295 7,180 29,475 

Ⅱ 連結売上高   105,668 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合(％) 
21.1 6.8 27.9 

（注）1 国又は地域の区分は、地理的近接度による。

2 各区分の属する主な国又は地域 
北    米…米国、カナダ 

アジアその他…中国、タイ、ポーランド

3 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。

当中間連結会計期間 （自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）             （単位：百万円）

  北米 アジアその他 計 

Ⅰ 海外売上高 28,510 10,152 38,662 

Ⅱ 連結売上高   119,863 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合(％) 
23.8 8.5 32.3 

（注）1 国又は地域の区分は、地理的近接度による。

2 各区分の属する主な国又は地域 
北    米…米国、カナダ 

アジアその他…中国、タイ、ポーランド

3 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。

前連結会計年度 （自平成16年4月1日 至平成17年3月31日）              （単位：百万円） 

  北米 アジアその他 計 

Ⅰ 海外売上高 43,827 17,088 60,915 

Ⅱ 連結売上高   220,197 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合(％) 
19.9 7.8 27.7 

（注）1 国又は地域の区分は、地理的近接度による。

2 各区分の属する主な国又は地域 
北    米…米国、カナダ 

アジアその他…中国、タイ、ポーランド

3 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。



（１株当たり情報） 

 

  （注）1株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

  なお、潜在株式調整後1株当たり中間 
 純利益金額については、潜在株式が存 
 在しないため記載していない。

1株当たり純資産額 1,001円90銭 

1株当たり中間純利益 49円33銭 

 

  同左 
  
  

  

   

1株当たり純資産額 1,108円30銭 

1株当たり中間純利益 52円85銭 

 

  なお、潜在株式調整後1株当たり当期 
 純利益金額については、潜在株式が存 
 在しないため記載していない。

1株当たり純資産額 1,044円15銭 

1株当たり当期純利益 98円92銭 

    

    
 前中間連結会計期間 
 （自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日）

 当中間連結会計期間 
 （自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日）

 前連結会計年度 
 （自 平成16年4月 1日 
  至 平成17年3月31日）

中間（当期）純利益 百万円 5,124 5,488 10,387

普通株主に帰属しない金額 百万円 - - 113

（うち利益処分による役員 
賞与金）

百万円 - - (113)

普通株式に係る中間（当期） 
純利益

百万円 5,124 5,488 10,274

期中平均株式数 千株 103,868 103,848 103,861



（重要な後発事象） 

 

（2）【その他】 

  該当事項はない。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

 
 
 
 
 

 

 当社及び一部の国内連結子会社は、 

確定拠出企業年金法の施行に伴い、平 

成17年10月に退職一時金制度の一部に 

ついて確定拠出年金制度及び退職金前 

払い制度へ移行し、「退職給付制度間 

の移行等に関する会計処理」（企業会 

計基準適用指針第1号）を適用する予 

定である。 

 本移行に伴い、退職給付債務が約 

7,000百万円減少する見込である。

 
 
 
 
 



２【中間財務諸表等】 
（１）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】  

（負債の部）へ  

 （単位：百万円）

科目 

前中間会計期間末 

（平成16年9月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年9月30日現在） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成17年3月31日現在） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

   

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

1 現金及び預金

2 受取手形 

3 売掛金

4 有価証券

5 たな卸資産

6 その他 

 貸倒引当金 

  流動資産合計 

 

Ⅱ 固定資産

1 有形固定資産 

（1）建物

   減価償却累計額

（2）機械及び装置

   減価償却累計額

（3）土地

（4）その他

   減価償却累計額

  有形固定資産合計 

2 無形固定資産

3 投資その他の資産 

（1）投資有価証券

（2）繰延税金資産

（3）その他

   貸倒引当金

  投資その他の資産合計

  固定資産合計

   資産合計 

  

   

31,731

17,945

91,883

75,783

28,340

23,495

 

 

14,857 

4,510 

40,541 

-

7,150 

12,430 

△45 

79,443 

 

 

 

 

13,786 

 

16,100 

5,111 

 

4,844 

39,842 

1,228 

 

16,402 

1,979 

8,570 

△91 

26,861 

67,930 

147,373 

%

  

53.9

46.1

100.0

 

32,034

18,970

94,861

77,335

29,746

24,535

15,943

4,556

42,652

111

8,462

15,441

△45

87,119

13,064

17,525

5,071

5,211

40,872

1,593

18,785

965

8,217

△52

27,914

70,379

157,499

%

  

55.3

44.7

100.0

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

31,830 

18,476 

91,864 

76,425 

 

28,738 

23,967 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15,480 

4,658 

43,477 

106

7,820 

13,953 

△45 

85,448 

 

 

 

 

13,353 

 

15,439 

5,111 

 

4,770 

38,674 

1,357 

 

17,415 

1,691 

8,995 

△52 

28,048 

68,079 

153,528 

%

  

55.7

44.3

100.0



 （単位：百万円）

科目 

前中間会計期間末 

（平成16年9月30日現在）  
当中間会計期間末 

（平成17年9月30日現在） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成17年3月31日現在） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

1 買掛金

2 一年以内返済予定長期借入金

3 一年以内償還予定社債

4 未払金

5 未払法人税等

6 製品保証引当金

7 その他 ※2

  流動負債合計 

Ⅱ 固定負債

1 社債

2 長期借入金

3 退職給付引当金

4 役員退職慰労引当金

5 その他

 固定負債合計 

 負債合計

（資本の部）

Ⅰ 資本金

Ⅱ 資本剰余金

1 資本準備金

2 その他資本剰余金

 資本剰余金合計 

Ⅲ 利益剰余金

1 利益準備金

2 任意積立金

3 中間（当期）未処分利益

 利益剰余金合計 

Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 自己株式

  資本合計 

   負債・資本合計

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

10,867 

 0 

   

 

1,456 

60,649 

3,743 

 

 

 

 

 

32,678

-

5,000

6,032

1,987

235

4,384

50,316

-

400

5,565

416

242

6,623

56,939

12,145

10,867

   

   

65,848

1,795

△222

90,434

147,373

 %

   

34.1

4.5

38.6

8.2

7.4

  

  

44.7

1.2

△0.1

61.4

100.0

   

10,867

 0

   

1,456

65,688

4,000

36,508

150

-

6,512

2,016

250

4,221

49,657

5,000

250

5,292

201

250

10,993

60,650

12,145

10,867

   

   

71,144

2,935

△243

96,848

157,499

 %

  

31.5

7.0

38.5

7.7

6.9

  

  

45.2

1.9

△0.2

61.5

100.0

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10,867 

0 

 

   

1,456 

60,649 

6,569

 

 

 

 

 

 

 

35,622 

-

- 

5,802 

2,443 

240 

4,209 

48,316 

 

5,000 

400 

5,542 

457 

245 

11,644 

59,960 

 

12,145 

 

 

 

10,867 

   

 

 

   

68,673 

2,122 

△240 

93,567 

153,528 

 %

  

31.5

7.6

39.1

7.9

  

7.1

  

  

44.7

1.4

△0.2

60.9

100.0



②【中間損益計算書】 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 へ  

（単位：百万円）

科目 

前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日）

当中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

 

Ⅰ 売上高

Ⅱ 売上原価

 売上総利益

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 営業利益

Ⅳ 営業外収益

 1 受取利息

 2 その他

Ⅴ 営業外費用

 1 支払利息

 2 減損損失

 3 その他

 経常利益

 税引前中間（当期）純利益

 法人税、住民税及び事業税  ※2 

 法人税等調整額       ※2 

 中間（当期）純利益

 前期繰越利益

 中間配当額

 中間（当期）未処分利益

 

 

 

 

 

 

 

75 

467 

 

47 

-

288 

 

 

1,780 

23 

 

 

 

 

76,891

65,334

11,557

7,026

4,530

542

   

 335

4,738

4,738

1,803

2,935

809

-

3,743

 %

100.0

85.0

15.0

9.1

5.9

0.7

  

 0.4

6.2

6.2

2.4

3.8

80

447

32

75

140

 

1,680

234

81,726

69,751

11,975

7,163

4,812

 527

   

 247

5,093

5,093

1,914

3,179

821

-

4,000

 %

100.0

85.3

14.7

8.8

5.9

 0.6

  

 0.3

6.2

6.2

2.3

3.9

 

 

 

 

 

 

 

156 

1,047 

 

93 

-

693 

 

 

4,080 

53 

 

 

 

 

 

159,675 

135,347 

24,328 

14,228 

10,101 

 

 

 1,203 

 

 

   

 786 

10,517 

10,517 

 

4,133 

6,384 

809 

623 

6,569 

 %

100.0

84.8

15.2

8.9

6.3

 0.8

  

 0.5

6.6

6.6

2.6

4.0



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目  
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 
1．資産の評価 
 基準及び評価 
 方法

（1）有価証券 
 ①満期保有目的の債券 
   償却原価法 
 ②子会社株式及び関連会社株式 
   移動平均法による原価法 
 ③その他有価証券 
   時価のあるもの

  

中間会計期間末日の市場価
格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直 
入法により処理し、売却 
原価は移動平均法により 
算定している。）

   時価のないもの 
    移動平均法による原価法

（2）デリバティブ 
    時価法

（3）たな卸資産 
 ①製品、仕掛品 
    総平均法による原価法 
 ②原材料、貯蔵品 
    移動平均法による原価法 

（1）有価証券 
 ①満期保有目的の債券 
   同左 
 ②子会社株式及び関連会社株式 
   同左 
 ③その他有価証券 
   時価のあるもの

  

 同左 
 
  
  
  
 

   時価のないもの 
    同左

（2）デリバティブ 
    同左

（3）たな卸資産 
 ①製品、仕掛品 
    同左 
 ②原材料、貯蔵品 
    同左 

（1）有価証券 
 ①満期保有目的の債券 
   同左 
 ②子会社株式及び関連会社株式 
   同左 
 ③その他有価証券 
   時価のあるもの

  

事業年度末日の市場価格 
等に基づく時価法（評価 
差額は全部資本直入法に 
より処理し、売却原価は 
移動平均法により算定し 
ている。）

   時価のないもの 
    同左

（2）デリバティブ 
    同左

（3）たな卸資産 
 ①製品、仕掛品 
    同左 
 ②原材料、貯蔵品 
    同左 

2．固定資産の 
 減価償却の方 
 法

（1）有形固定資産

 

 定率法（但し、平成10年4月1 
日以降に取得した建物（附属設 
備を除く）については定額法） 
を採用している。 
 なお、主な耐用年数は以下の 
とおりである。

建物及び構築物 3～50年  
機械装置及び車輌運搬具 4～14年

（2）無形固定資産

 

 定額法を採用している。 
 なお、自社利用のソフトウェ 
アについては、社内における利 
用可能期間（5年）に基づく定 
額法を採用している。

（1）有形固定資産

 

  同左 
  
  
  
  
 

  
 

（2）無形固定資産

 

  同左 
  
  
  

  

（1）有形固定資産

 

  同左 
  
  
  
  
 

  
 

（2）無形固定資産

 

  同左 
  
  
  
 

3．繰延資産の 
 処理方法

 社債発行費は支出時に全額費用と 
して処理している。 
  

4．引当金の計 
 上基準

（1）貸倒引当金

 

 売上債権等の貸倒損失に備え 
るため、一般債権については貸 
倒実績率により、貸倒懸念債権 
等特定の債権については個別に 
回収可能性を検討し、回収不能 
見込額を計上している。

（2）退職給付引当金 

 

 従業員の退職給付に備えるた 
め、当事業年度末における退職 
給付債務及び年金資産の見込額 
に基づき、当中間会計期間末に 
おいて発生していると認められ
る額を計上している。 
 過去勤務債務は、その発生時 
の従業員の平均残存勤務期間内 
の一定の年数（15年）による定 
額法により按分した額を費用処 
理している。 
 数理計算上の差異は、各期の 
発生時における従業員の平均残 
存勤務期間内の一定の年数（15 
年）による定額法により按分し 
た額をそれぞれ発生の翌事業年 
度から費用処理している。 
 
 
 

（3）役員退職慰労引当金

 

 役員の退職慰労金の支出に備 
えるため、内規に基づく中間会 
計期間末要支給額を計上してい 

（1）貸倒引当金

 

  同左 
  
  
  
  
 

（2）退職給付引当金 

 

 従業員の退職給付に備えるた 
め、当事業年度末における退職 
給付債務及び年金資産の見込額 
に基づき、当中間会計期間末に 
おいて発生していると認められる
額を計上している。 
 過去勤務債務は、その発生時 
の従業員の平均残存勤務期間内 
の一定の年数（15年）による定 
額法により按分した額を費用処 
理している。 
 数理計算上の差異は、各期の 
発生時における従業員の平均残 
存勤務期間内の一定の年数（15 
年）による定額法により按分し 
た額をそれぞれ発生の翌期から 
費用処理している。 
 また、当中間会計期間より執 
行役員制度の導入に伴い、執行 
役員の退職慰労金の支給に備え 
て、内規に基づく中間会計期間 
末要支給額を含んでいる。

（3）役員退職慰労引当金

 

  同左 
   
   

（1）貸倒引当金

 

  同左 
  
  
  
  
 

（2）退職給付引当金 

 

 従業員の退職給付に備えるた 
め、当事業年度末における退職 
給付債務及び年金資産の見込額 
に基づき、当事業年度末におい 
て発生していると認められる額 
を計上している。 
 過去勤務債務は、その発生時 
の従業員の平均残存勤務期間内 
の一定の年数（15年）による定 
額法により按分した額を費用処 
理している。 
 数理計算上の差異は、各期の 
発生時における従業員の平均残 
存勤務期間内の一定の年数（15 
年）による定額法により按分し 
た額をそれぞれ発生の翌期から 
費用処理している。 
 
 
 

（3）役員退職慰労引当金

 

 役員の退職慰労金の支出に備 
えるため、内規に基づく事業年 
度末要支給額を計上している。 



る。      



 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 へ 

項目  
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 
4．引当金の計 
 上基準

（4）製品保証引当金

 製品の品質保証費用の支払に 
備えるため、過去の発生実績に 
基づく当事業年度の売上高に対 
応する発生見込額に、発生した 
品質保証費用の実情を考慮した 
保証見込額を加えて計上するこ 
ととしている。

（4）製品保証引当金

  同左 
  
  
  
  
  
 

（4）製品保証引当金

  同左 
  
  
  
  
  
 

5．外貨建の資 
 産及び負債の 
 本邦通貨への 
 換算基準

 外貨建金銭債権債務は、中間会 
計期間末日の直物為替相場により 
円貨に換算し、換算差額は損益と 
して処理している。

  同左 
 
 

 外貨建金銭債権債務は、事業年 
度末日の直物為替相場により円貨 
に換算し、換算差額は損益として 
処理している。

6．リース取引 
 の処理方法 
 
 

 リース物件の所有権が借主に移 
転すると認められるもの以外のフ 
ァイナンス・リース取引について 
は、通常の賃貸借取引に係る方法 
に準じた会計処理によっている。

  同左

 
 
 
 

  同左 
 
 
 

  

7．重要なヘッ 
 ジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用して 
いる。なお、デリバティブ取 
引のうち、振当処理の要件を 
満たしている場合は、振当処 
理を採用している。 
 
 
 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段   ヘッジ対象 
為替予約    外貨建債権 
金利スワップ  社債 
   

(3) ヘッジ方針 
 デリバティブ取引は、内部 
規定に基づき、為替変動リス 
ク及び金利変動リスクを回避 
するために行っている。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 原則として、ヘッジ開始時 
から有効性判断時点までの期 
間において、ヘッジ対象の相 
場変動または、キャッシュ・ 
フロー変動の累計とヘッジ手 
段の当該累計とを比較し、両 
者の変動額等を基礎にして判 
断している。 
 なお、振当処理の要件を満 
たしているものについては、 
振当処理の要件を満たしてい 
るか否かの判断をもって、有 
効性判断に代えるため、上記 
の方法は実施しない。

(1) ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用して 
いる。なお、デリバティブ取 
引のうち、振当処理の要件を 
満たしている場合は、振当処 
理を、金利スワップについて 
特例処理の条件を満たしてい 
る場合には特例処理を採用し 
ている。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段   ヘッジ対象 
為替予約    外貨建債権 
金利スワップ  有価証券利 
        息の受取  

(3) ヘッジ方針 
 同左 
  
  
 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 

(1) ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用して 
いる。なお、デリバティブ取 
引のうち、振当処理の要件を 
満たしている場合は、振当処 
理を採用している。 
 
 
 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段   ヘッジ対象 
為替予約    外貨建債権 
 
  

(3) ヘッジ方針 
 デリバティブ取引は、内部 
規定に基づき、為替変動リス 
クを回避するために行ってい 
る。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 

8．その他中間 
 財務諸表（財 
 務諸表）作成 
 のための基本 
 となる重要な 
 事項

消費税等の会計処理 
  消費税及び地方消費税の会計 
 処理は税抜方式によっている。 
 
 
  

消費税等の会計処理 
  同左 
 
 
 
  

消費税等の会計処理 
  同左 
 
 

 
 



 

注記事項 へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

   
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年8月9日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適

用している。これにより経常利益は75百万

円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除している。 

   
  



  
（中間損益計算書関係） 
  

注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年9月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日現在） 

 1 保証債務 
   下記の関係会社の金融機関借入 
  金等に対し、次のとおり債務保証 
  を行っている。 

  
  この他に下記の関係会社の金融 
  機関借入金及びリース料債務に対 
  し、次のとおり債務保証予約を行 
  っている。 

   上記のうち外貨建保証債務は、中間 
  会計期間末日の為替相場により円換算 
  している。 
  

 
 
※2 消費税等の取扱い 
   中間財務諸表作成の基本となる 
  重要な事項に表示している。 
 
 3  当社は、運転資金の効率的な調達を 
  行うため取引銀行７行と当座貸越契約 
  及び貸出コミットメント契約を締結し 
  ている。これらの契約に基づく当中間 
  会計期間末の借入未実行残高は次のと 
  おりである。 
 
   当座貸越極度額及び 
   貸出コミットメント 
   の総額      6,000百万円 
   借入実行残高    ― 百万円 

    差引額     6,000百万円   

会社名 保証金額 
（株）TRI大分AE 1,386百万円 
DTR INDUSTRIES, 
Inc.

1,121百万円 
（10,000千米ドル） 

DTR TENNESSEE, 
Inc.

1,681百万円 
（15,000千米ドル） 

TRI TECHNICAL 
CENTER USA, INC. 

263百万円 
（2,345千米ドル） 

TRI (POLAND) 
Sp.zo.o. 

2,215百万円 
（16,000千ユーロ）

東海軟管（大連） 
有限公司 

61百万円 
（4,500千人民元） 

計 6,726百万円

会社名 保証金額 
DTR INDUSTRIES, 
Inc.

1,524百万円 
（13,598千米ドル） 

DTR TENNESSEE, 
Inc.

6,103百万円 
（54,471千米ドル） 

TOKAI EASTERN 
RUBBER (THAILAND) 
Ltd. 3百万円 
TRI (POLAND) 
Sp.zo.o.

692百万円 
（5,000千ユーロ） 

計 8,322百万円 

 1 保証債務 
   下記の関係会社の金融機関借入 
  金等に対し、次のとおり債務保証 
  を行っている。 

  
  この他に下記の関係会社の金融 
  機関借入金及びリース料債務に対 
  し、次のとおり債務保証予約を行 
  っている。 

   上記のうち外貨建保証債務は、中間 
  会計期間末日の為替相場により円換算 
  している。 
  
※2 消費税等の取扱い 
    同左 
  
 
 3  当社は、運転資金の効率的な調達を 
  行うため取引銀行７行と当座貸越契約 
  及び貸出コミットメント契約を締結し 
  ている。これらの契約に基づく当中間 
  会計期間末の借入未実行残高は次のと 
  おりである。 
 
   当座貸越極度額及び 
   貸出コミットメント 
   の総額      5,500百万円 
   借入実行残高    ― 百万円 

    差引額     5,500百万円 

会社名 保証金額

（株）TRI大分AE 233百万円

DTR TENNESSEE, 
Inc.

1,142百万円
（10,000千米ドル）

TRI TECHNICAL 
CENTER USA, INC. 

333百万円
（2,916千米ドル）

TRI (POLAND) 
Sp.zo.o. 

1,376百万円
（10,000千ユーロ）

東海軟管（大連） 
有限公司 

56百万円
（4,000千人民元）

東海化成（天津） 
有限公司 300百万円

東海橡塑（天津） 
有限公司

674百万円
（5,900千米ドル）

東海橡塑（合肥） 
有限公司

48百万円
（420千米ドル）

東海橡塑工業 
香港有限公司

134百万円
（1,170千米ドル）

計 4,295百万円

会社名 保証金額

DTR INDUSTRIES, 
Inc.

799百万円
（7,000千米ドル）

DTR TENNESSEE, 
Inc.

5,711百万円
（50,000千米ドル）

TRI (POLAND) 
Sp.zo.o.

688百万円
（5,000千ユーロ）

計 7,198百万円

 1 保証債務 
   下記の関係会社の金融機関借入 
  金等に対し、次のとおり債務保証 
  を行っている。 

  
  この他に下記の関係会社の金融 
  機関借入金及びリース料債務に対 
  し、次のとおり債務保証予約を行 
  っている。 

   上記のうち外貨建保証債務は、事業 
  年度末日の為替相場により円換算して 
  いる。 
  
  
 

 
 
 3  当社は、運転資金の効率的な調達を 
  行うため取引銀行７行と当座貸越契約 
  及び貸出コミットメント契約を締結し 
  ている。これらの契約に基づく当事業 
  年度末の借入未実行残高は次のとおり 
  である。 
  
   当座貸越極度額及び 
   貸出コミットメント 
   の総額      6,000百万円 
   借入実行残高    ― 百万円 

    差引額     6,000百万円  

会社名 保証金額 
（株）TRI大分AE 1,245百万円

DTR INDUSTRIES, 
Inc.

487百万円
（4,500千米ドル）

DTR TENNESSEE, 
Inc.

1,625百万円
（15,000千米ドル）

TRI TECHNICAL 
CENTER USA, INC. 

240百万円
（2,212千米ドル）

TRI (POLAND) 
Sp.zo.o. 

1,752百万円
（12,500千ユーロ）

東海軟管（大連） 
有限公司 

72百万円
（5,500千人民元）

東海化成（天津） 
有限公司 240百万円

東海橡塑（天津） 
有限公司

520百万円
（4,800千米ドル）

計 6,181百万円

会社名 保証金額 
DTR INDUSTRIES, 
Inc.

975百万円
（9,000千米ドル）

DTR TENNESSEE, 
Inc.

5,526百万円
（51,019千米ドル）

TRI (POLAND) 
Sp.zo.o.

701百万円
（5,000千ユーロ）

計 7,202百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

 1 減価償却実施額 
    有形固定資産  3,257百万円 
    無形固定資産    97百万円 

※2  中間期に係る納付税額及び法人 
   税等調整額は、当期の利益処分に 
   おいて予定している圧縮積立金及 

 1 減価償却実施額 
    有形固定資産  3,435百万円 
    無形固定資産   128百万円 

※2  同左 

 1 減価償却実施額 
    有形固定資産  7,118百万円 
    無形固定資産   218百万円 

 
 



 
（リース取引関係）へ  

   び特別償却準備金の積立て及び取 
   崩しを前提として、中間期に係る 
   金額を計上している 



（有価証券関係）へ 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると 

認められるもの以外のファイナンス・リ 

ース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価 

  償却累計額相当額及び中間期末残高 

  相当額 

 

       有形固定資産のその他 

       （工具、器具及び備品） 

             百万円 

取得価額相当額       42 

減価償却累計額相当額    22    

中間期末残高相当額     19    

 （注） 取得価額相当額は、未経過 

    リース料中間期末残高が有形 

    固定資産の中間期末残高等に 

    占める割合が低いため、支払 

    利子込み法により算定してい 

    る。 

 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

 
     1年内   8百万円 

     1年超  11百万円 

     合 計  19百万円 

 （注） 未経過リース料中間期末残 

    高相当額は、未経過リース料 

    中間期末残高が有形固定資産 

    の中間期末残高等に占める割 

    合が低いため、支払利子込み 

    法により算定している。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

  支払リース料     4百万円 

  減価償却費相当額   4百万円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 

   リース期間を耐用年数とし、残存 

   価額を零とする定額法によってい 

   る。  

リース物件の所有権が借主に移転すると 

認められるもの以外のファイナンス・リ 

ース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価 

  償却累計額相当額及び中間期末残高 

  相当額 

 

       有形固定資産のその他 

       （工具、器具及び備品） 

             百万円 

取得価額相当額       42 

減価償却累計額相当額    31    

中間期末残高相当額     11    

 （注） 同左 

  

  

  

  

 

 
２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

 

     1年内   6百万円 

     1年超   5百万円 

     合 計  11百万円 

 （注） 同左 

  

  

  

  

  

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

  支払リース料     4百万円 

  減価償却費相当額   4百万円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 

     同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると 

認められるもの以外のファイナンス・リ 

ース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価 

  償却累計額相当額及び期末残高相当 

  額 

 

       有形固定資産のその他 

       （工具、器具及び備品） 

             百万円 

取得価額相当額       42 

減価償却累計額相当額    27    

期末残高相当額       15    

 （注） 取得価額相当額は、未経過 

    リース料期末残高が有形固定 

    資産の期末残高等に占める割 

    合が低いため、支払利子込み 

    法により算定している。 

 

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

     1年内   7百万円 

     1年超   8百万円 

     合 計  15百万円 

 （注） 未経過リース料期末残高相 

    当額は、未経過リース料期末 

    残高が有形固定資産の期末残 

    高等に占める割合が低いため、 

    支払利子込み法により算定し 

    ている。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

  支払リース料      8百万円 

  減価償却費相当額    8百万円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 

     同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

（1株当たり情報）  

（注）1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

   

前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 
1株当たり純資産額     870円71銭 

1株当たり中間純利益    28円25銭 

 

 なお、潜在株式調整後1株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

1株当たり純資産額    932円60銭 

1株当たり中間純利益    30円61銭 

 

  同左 

1株当たり純資産額     900円17銭 

1株当たり当期純利益    60円64銭 

 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

  前中間会計期間 

（自平成16年4月 1日 

  至平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自平成16年4月 1日 

  至平成17年3月31日） 

中間（当期）純利益 百万円        2,935        3,179        6,384

普通株主に帰属しない金額 百万円          －          －          85

（うち利益処分による役員賞与金） 百万円          －          －          （85）

普通株式に係る中間（当期） 

純利益 百万円        2,935        3,179        6,299

期中平均株式数  千株       103,868       103,848       103,861



（重要な後発事象） 

 
（2）【その他】 

    平成17年11月4日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

    （1）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・726,931,583円 

    （2）1株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7円00銭 

    （3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・平成17年12月1日 

   （注）平成17年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。 

前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月 1日 

  至 平成17年3月31日） 

 当社は、確定拠出企業年金法の施行に伴 

い、平成17年10月に退職一時金制度の一部 

について確定拠出年金制度及び退職金前払 

い制度へ移行し、「退職給付制度間の移行 

等に関する会計処理」（企業会計基準適用 

指針第１号）を適用する予定である。 

 本移行に伴い、退職給付債務が約6,700 

百万円減少する見込である。



第６【提出会社の参考情報】 

  当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  （1）有価証券報告書及びその添付書類 

       ［事業年度（第117期）              自 平成16年4月1日  至 平成17年3月31日］ 

                                   平成17年6月27日 関東財務局長に提出 

  （2）訂正発行登録書（普通社債） 

                                   平成17年6月27日 関東財務局長に提出



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書

                                               平成１６年１２月１７日 

 東 海 ゴ ム 工 業 株 式 会 社 

  取締役会  御中 

                                     あ ず さ 監 査 法 人 

                                  指 定 社 員 

                                          公認会計士 勝木 保美  印 

                                  業務執行社員  

                                  指 定 社 員 

                                          公認会計士 岡野 英生  印 

                                  業務執行社員 

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東海ゴム工業 

株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成 

１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書 

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法 

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸 

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの 

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用し 

て行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し 

ている。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し 

て、東海ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間 

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して 

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                       以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

  している。



独立監査人の中間監査報告書

                                               平成１７年１２月１９日 

 東 海 ゴ ム 工 業 株 式 会 社 

  取締役会  御中 

                                     あ ず さ 監 査 法 人 

                                  指 定 社 員 

                                  業務執行社員  公認会計士 勝木 保美  印 

 

                                  指 定 社 員 

                                  業務執行社員  公認会計士 岡野 英生  印 

 

                                  指 定 社 員 

                                  業務執行社員  公認会計士 黒澤 歳昭  印 

                                                   

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東海ゴム工業 

株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成 

１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書 

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法 

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸 

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの 

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用し 

て行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し 

ている。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し 

て、東海ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間 

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して 

いるものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社及び一部の連結子会社は、平成１７年１０月に退職一時金制度の一部について確 

定拠出年金制度及び退職金前払い制度に移行した。  

 本移行に伴い、退職給付債務が約７,０００百万円減少する見込である。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 



                                                       以 上

※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管 

している。



                      独立監査人の中間監査報告書

                                               平成１６年１２月１７日 

 東 海 ゴ ム 工 業 株 式 会 社 

  取締役会  御中 

                                    あ ず さ 監 査 法 人 

                                   指定社員 

                                          公認会計士 勝木 保美  印 

                                   業務執行社員  

                                   指定社員 

                                          公認会計士 岡野 英生  印 

                                   業務執行社員 

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東海ゴム工業 

株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１１７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平 

成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この 

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表に 

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な 

保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ 

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東海 

ゴム工業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成 

１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                       以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

  している。



                      独立監査人の中間監査報告書

                                               平成１７年１２月１９日 

 東 海 ゴ ム 工 業 株 式 会 社 

  取締役会  御中 

                                    あ ず さ 監 査 法 人 

                                  指 定 社 員 

                                  業務執行社員  公認会計士 勝木 保美  印 

 

                                  指 定 社 員 

                                  業務執行社員  公認会計士 岡野 英生  印 

 

                                  指 定 社 員 

                                  業務執行社員  公認会計士 黒澤 歳昭  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東海ゴム工業 

株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１１８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平 

成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この 

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表に 

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な 

保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ 

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東海 

ゴム工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成 

１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１７年１０月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度及び退 

職金前払い制度に移行した。  

 本移行に伴い、退職給付債務が約６,７００百万円減少する見込である。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                       以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

  している。
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